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内 容 梗 概

腰高僧ビルにおけるエレベータ群の機能は直接ビルの価値を左右する｡したがってビル構造計画の初期に十

分な棟能を発揮できるエレベータの計画が必要である｡その計画の要素ほ複雑であって,いろいろの問題を含

んでいるが,ギャレスエレベータを中心として計画上の要点を述べる｡

(1)超高層ビル用エレベータは,高性能かつ安定した特性が必要であり,単に輸送能力だけでなく十分な

管理方式が必要である｡

(2)エレベータ計画上の諸要素について関連性および計画はどのように行なわれるか,どのようにあるべ

きかを述べ,簡便な選定方法について説明する｡

(3)建築構造面での計所要点を述べ,標準寸法を紹介する｡

第1表 代表的などルの昇降路占横率

1.緒 言

大形ビルにおけるエレベータ設備ほ,ビルの中枢的な機能を左右

するものとして電視されている｡しかも,建築制限令改正に伴って,

ビル超高層化へ歩みだした現在でi･ま,エレベータ群の総合的な計画

がビル計匝=二重要な問題として取上げられるのも当然の時流といえ

よう｡エレベータ群の機能を十分発揮させるためには,相互に関連

した複雑な要素を十分理解して,ビル構造計画の初期にエレベータ

の計耐について十分検討することが必要であり,高層化すればする

ほどエレベータを中心とし建物をモジュールにしたがって配置する

必要があると考えられるヘ ビル用エレベータとしては乗用エレベー

タがその主体であり,場合によって人荷札 荷物朋,あるいは山勘

車用などの特殊なエレベータが組み合わされるのが普通であるが,

主体となる乗用,とくにギャレスエレベータを小心に,超高層ビル

のエレベータ計画【二の諸問題i･こついて簡単をこ述べ,ビル計何の参考

iこ供する｡

2.超高層ビル用エレベータ

ビル管理上エレベータの果す役割f)は大きく,ビルの中枢として

不可欠なものであることは衆知のとおりである｡また,エレベータ

の設備計画が建築そのものの計画に大きな影響を与え,ビルの経済

性はエレベータ設備の良否で決定されるといっても過言ではない｡

したがってビル構造計画の初期iこ,まず,エレベータの計画につい

て十分検討する必要がある｡とくに,超高層ビルでは従来のビルと

比較してサービスする階床数や設置台数が大幅に増加するため,十

分な考慮を払わなければならない｡迅速,正確,静粛な運転を行な

うためには,どのようなエレベータをいかに管理するか,工事,保

寸にどのくらい手数がかかるかなど多角的な検討を必要とする｡こ

こでは超高層ビル用エレベータの計画にあたって,とくに重要な基

本的事項について述べる｡

(1)従来の大形ビルにおけるエレベータ昇降路の占積率は弟l

表に示す程度のものであった｡エレベータの乗降に必要な出入口

前のスペースはロビーの場合も廊下の場合もあって一概に論ずる

ことほ困難なため一応昇降路面積がビル全体の面積に対して占め

る判り合いのみを示した｡計画上種々の問題を内蔵しているビル

内でエレベータの輸送能力が不足し,ビルの枚能を損なっている

ところもあるため10階程度のビルでは昇降路占積率は1ないし

1.5%と見るべきであろう｡この占積率はサービス階がふえるに
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したがって増加するが,どの程度になるかほ階棟数,収容人口な

どによりかわるため一様に論ずることほできない｡30階程度のホ

務所ビルになると,ノ基準階にお(ナる昇降路の占箭率は高僧部分投

影面積の10%程度にもなり,エレベータ乗降に必要なスペースも

大きくなるため建築計画におよぼす影響がいかに大きいかがわか

るであろう｡配置などの関係からも構造計画に与える影響が大き

いため,ビル計画当初にエレベータメーカーを■交えて遺漏のない

よう検討することが望ましい｡

(2)従来,運転手や案内者による運転やサービスが尊重され,

自動運転ほ従として考えられていたが,最近は迅速,確実な運転

と低廉な維持費を目的として積極的に日動化する気運にある｡こ

とに超高層ビルで多数のエレベータを人為的な手段で管理するよ

うに計画することば経済的にも技術的にも無理があるので,自動

エレベータで計両することが望ましい｡とくに乗用エレベータに

対しては全自動群管理方式や全自動並列方式により高能率化をほ

からなければならない｡また使用目的や乗客層などの特殊事情を

十分考慮に入れて計画することが必要であるが,同一バンクのエ

レベータ群が均等に利用できるよう計画することが望ましい｡

(3)超高層ビル用エレベータほ従来のエレベータの行程を長く

しただけと考えらjlるむきもあるが,高能率,高信板度の技術的

裏付けがあって初めて実現できるものである｡短階床サービスの

迅速で安定した特性,210m/min,300m/minの高速における円滑

な加減速と静粛な運転,走行階床の違いに関係なぐ常に正確な着

床特性など超高層ビル用エレベータとしての諸性能を十分満足さ

せる制御方式,交通需要に最も適した運転系統を自動的に選択し

て蔚極〔伽こ運転能率を向上させる運転方式,さらに制御をつかさ

どる高信板度の器具,バックアップとしての安全装置など総合技

術が完成されて初めて実現できるものである｡日立製作所では超

高層ビル用として,セラコンスタックAV形制御方式,全自動群
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管理運転方式(CTP),各種超高層用エレベータ専用器具などの開

発をすすめ,その成果を発表しているが,計由にあたっては超高

層ビル用エレベータの具備すべき諸条件を十分芦r蛸牢して計画する

ことが望ましい｡

3.計画上の問題点

エレベータ計画は,予想される交通需要に対して適正なエレベー

タの仕様と台数を決定することにほかならない｡このためには,交

通需要を正しく想定し交通計算をくり返す必要がある｡交通需要の

要素としては,ビル内人口の分布,ビル内交通状況と交通集中度,

外部交通機関の状況や外来者の数などがあげられるが,いずれもビ

ルに入居すべき,テナントの性格やビルの目的によって左右される

ものであるから,事前に十分な調査と検討が必要である｡

ビル内人口は,貸室面杭10m2に1人ぐらいが理想的といえるが,

わが国における現状では5m2に1人というビルも散見される｡一

般的には,7m2に1人程度で計画しておくことが必要である｡

エレベータの輸送能力は通常,出勤のピーク時における集中度に

見合うものが必要であるが,集中度はテナントはもちろん,外部の

交通検閲によっても左右され,また,時々刻々に変化するものであ

るから,単なる輸送台巨力だけでなく,変化する交通需要に応ずる管

理方式をも考慮する必要がある｡

3.1配置と設置台数

建築平面上におけるエレベータ群の位置は,ビルの各出入口から

最も利用しやすい所に配置されるのが望ましく,また,合計の台数

が同じであっても,2箇所以卜に分けるより1箇所に集めたほうが,

利用しやすいことは明らかであるから,ビルの中央部に配置するこ

とが理想的である｡もっとも平面の形状によってほ分散させなけれ

ばならない場合もあるが,同一サービス階層のエレベータ群を分散

させる場合には負荷のバランスを慎重に検討しなければならない｡

しかも,外部の交通機関の利用状況によって,エレベータの利用状

態が変わることも忘れてはならない｡また,サービス階層が異なる

ように分散させる場合には,各エレベータ群は直接的な関連がない

から,一見差しつかえないようであるが,ビルの出入口階における

5P面交通の錯そうや,外来者の利用しづらいことなどから,利用者

に不便を与えることは避けられない｡したがって,極力分散配置を

避けるべきである｡

エレベータ群の1バンクの配置方法として代表的なものは,直線

形配置,アーチ形配置,対面形配置,アルコブ形配置などがあf),

それぞれ特長を有しているが,ビルの性格が異なれば比較すること

はできず,ビル経営上および′くIZ面計画上の制約を受けることを考慮

すれば,簡単に是非を論ずることは当を得ない｡しかしながら,超

高層ビルにおけるエレベータの重要性から,配置もまたエレベータ

交通計画の一環として,エレベータ利用の面から検討しなければな

らない｡1バソクの設置台数は,最低3台が必要であるが,利用の

面から考えて,4台までならば直線形配置で十分である｡実態調査

によれば,小容量のエレベータの場合には5台まで直線形配荷をし

ても差しつかえないデータがあるが,一般的ではないから,5台以

上の場合はアルコブ形や対面形に配置すカ1ばよい｡ホールの幅は,

とくにエレベータ専用ホールであれば4m程度でも差しつかえない

が,6m程度が適当である｡狭いと乗客の歩行距離が少なくなる反

面,到着灯が見にくく,さらにホールの入口を乗客群がjlさぎやす

く,かえって不便であるから,アルコブ形では6≠‡までが適当であ

り,対面形がもっとも望ましい配置といえる｡また,建築計画上,

2階以上をアルコブ形にしたときでも,1階のホールだけは対面形

を採用して袋小路を避けることが望ましい｡

以上1バソクの酉己列について簡単に述べたが,数バンクを設備す

評 論

+
王
通
路

第47巻 第2号

通 路

[
]
=
]
〓
H
]

+局層行[…出山中
層
行

m
m
m
Ⅲ

一低層行

[
]
〓
H
〓
[
]

各通

主
通
路

第1図 エ レベー タ群配置図

る超高層ビルにおいても,弟1図のように対面形配置のエレベータ

群でまとめることが理想的な配置といえる｡この際エレベータホー

ルを通路にせず,別に主通路を連絡する通路を設けることが,さら

に利用面において効果を上げることになる｡

3.2 分割とサービス

超高層ビルでは,エレベータの設置台数も多くなり数バンクに分

割されるが,1バンクごとに運転する階床数も分割してそれぞれサ

ービスを分担することが望ましい｡たとえば30階程度のビルの場

合,高層,中層,低層と3分割し,分割されたエレベータ群のサー

ビス階数は,ほぼ10隅前後にとどめることが望ましく,同一テナン

トが2偶にまたがって人柄することのないように計両すべきであ

る｡同一バンクのエレベータ郡も,ピーク時にはさらに上層,下層

行に分割急子f運転を拝i令し効率的な輸送能力強化をほかることが甲

ましい｡

サービスiこ関する重要なものとして,基準階や,地下またほ屋上

サービスの問題がある｡これはビル内交通に関連した,ビル管理上

の問題であるが,ともにエレベータの能力を阻害する大きな原因と

もなり得るから十分な検討が必要である｡

基準階は交通需要の最も多い階に選定すべきであって一般には,

外部との通路がある1階に選ぶが,地下鉄や地下道などにより,出

入客が地下に集中するならば,地下にすべきで,地下へのサービス

を考慮して基準階を2箇所設けるようなことは,避けなければなら

ない｡また,常時地下および屋上へ運転することほ,輸送能力の低

下,運転間隔の乱れが大きくなるので,地下サービスほ低層用,屋

上サービスは高層用だけが行なうようにして,平常時および閑散時

のみとすることが望ましい｡この場合,同一バンク内をさらに分け

た同一グループ内の特定のものだけを地下,または屋上にサービス

させるようにすることi･ま,制御が複軌こなると同時に無駄運転が増

加するので,同一グループまたほ同一/ミンク内のエレベータ全部が,

地下または屋上へ行くように配置上計画することが望ましい｡この

ことは中間階についてもいえることで,同一バンク内に,サービス

階の異なるエレベータを配置することは避けなければならない｡で

きれば,屋上あるいは地下サービスはエスカレータなどによりサー

ビスし,エレベータによるサービスほ行なわないぼうが理想的であ

る｡

3.3 速度 と 容量

超高層ビル用エレベータというとすぐ超高速エレベータと考えら

れがちだが,エレベータ定格速度の選定は輸送能力,待時間,設備

費など基本的な問題を含んでいるため慎重に行なう必要がある｡エ

レベータの定格速度をあげても短階床サービス特性が不十分では,

十分な効果をあげることはできない｡高速エレベータの円滑な加減

速,迅速な運転,安定した着床特性を満足させるために開発したの
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第2表 題高層ビル用エレベータ標準速度
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第2図 超高層用エレベータの速度特性

がセラコンスタック式AV形l巨流ギャレスエレベータで,1階床運

転4秒,着床誤差±5mm以下という高性能を実現できるものであ

る｡この方式は日立独自の帰還制御方式の開発により制御要素を全

静1L形にしたもので,二l二車上の作業能率も一段と向上し,保寸も容

易となり超高層エレベータの制御方式として最適なものといえる｡

速度選定には,サービス階分割を前提として策2表が適モ■1である

と考える〔

第2図はその速度特性で,不仲Ⅰ_L二階は巌高速度,サービスJ肖内の

運転は脚大運転の追いによってそれぞjt90,120,150m/minの速度

を日動的に選択することを′示している｡アメリカでは,すでに510

m/111inという高速のものも実現しているが,わが国の腰高層化計

向は30～40階准占度であるので300m/min私三度の高速のものが最高

速度になると思われる｡速度として180m/min,270m/minのもの

も考えられるが,不停止階を定格速度で運転する時間がほとんどな

く,目的階までの運転所要時間もほんのわずか短縮されるだけで,モ

ータ容量の増加を考えあわせれば,150m/minあるいは240m/min

を使用するほうが実用的である｡

かごの定員は大きく選びすぎると運転上も不経済になり,小さす

ぎると満員通過が多くなって長待時間の生ずる確率が高くなる｡し

たがって一日中の乗客数の変化も具体的に考慮して計画しなければ

ならないが,これはビルの収容人口のほかにビル内の交通需要や外

来客の交通量などを推定して立案する必要がある｡一方,超高層ビ

ルほ従来のビルに比べて収容人l+が多いためラッシュ時の混雑緩和

をほからなければならないが,1バンクの並設台数にも利用上から

制限があるので,定員を20～25人程度に選ぶのが最適である｡弟3

表に超高層ビル用エレベータの標準什様を参考までに示した｡

速度と定員がきまると台数およびサービス階をきめることができ

る｡エレベータを計画するうえにこれらはすべて相互に関連してい

るため総合的な検討のもとに決定しなければならない｡速度,定員,

台数,サービス階の4条件から1F均出発間隔,待時間,輸送人員の

検討を行ないエレベータが十分なサービスをするよう選定する｡こ

の場合,テナントやビル計画からあらかじめサービス階をきめる場

合もあるが,速度と容量から何台で何階床サービスをするかをきめ

てビル計耐やテナントなどを検討するほうが経済的で能率よい計画

を行なうことができる｡

出発間隔および待時間を検討するには一周時間をもとにして行な

う｡出勤時の一周時間は1台のエレベータがかりに満員で基準階を

出発すると仮定した場合サービスすべき階の最高階まで行き再び1

階まで戻ってくる一周時間であって,次式より求めることができる｡

第3表 超高層ビル用エレベータ標準表

エレベータ

速 度

(m/min)

150

210

240

300

定格析載_!止

(kg)

花動機
容 丘

(kW)

0

0

5

0

2

2

2

3

0

0

nU

O

4

5

5

6

電動発電機容丘〔kⅥり

表電叫発電機l蒜表
3

3

9

5

2

2

2

3

2

2

6

5

2

2

2

3

5

6

6

7

4

5

5

6

電 源
トランス

容 11`l

(kVA)

50

50

50

75

一周時間=♪≠ざ･＋乃(才do＋gd｡)十-∑～,･

∑′r=ざ/ぴ＋∠〃

♪:定 員

′∫:乗客1人が出入する平均時閉

〃:定 格 速 度

〃:1子i三役中に停止する階数

才do:ドアの閃き時間

紘:ドアの閉め時｢と～J

5:打 降 行 不■ヱ

∠〝:加減速時間

上式により基準階からサービス階まで向通子し復運転した場介と,

サービスする階の最‾‾F階まで厄通運転し,上昇時のみサービス階を

各階停止して,下降時は直通運転した場合の一周時間を代表的な速

度と定員について計算した結果を弟3図に示す｡この固から一周時

間を求めるには,直通柁復の場合直通の線を利用して階床に対応す

る時間を読み,直通後各階サービスを行なって最高階から基準階へ

直通する場合は,直通階に相当するところから立上っている直通後

各階サービスの線のサービス階に対応する時間を読めばよい｡直通

階は1階おきにとってあるので中間の場合は二直線の平均として求

める｡計画当初出発間隔や待時間を検討するには弟3図を利用し,

検討資料とすれば便利である｡出発間隔は一周時間を台数で割り,

待時間ほ出発間隔の1/2として求める｡

エレベータ台数は輸送能力をもとに検討されるが,朝の混雑時に

どの程度の輸送能力をもてばよいかできまる｡一般にビル収容の全

人口を30分以内で輸送できればよいと考えられるので,1≠～のエレ

ベータが30分間に輸送できる人員,すなわち30分間輸送人員がわ

かれば台数決定の要素とすることができる｡

30分間輸送人員=型不3qさ一生-ヒ±二竺一空室匙(人)
(平均一周時間)

上式より代表的な速度および定員について30分間輸送人員を求

めた結果を弟4図に示す｡実線の最_L部の曲線がL自二通往役運転した

場合を示し,直通後各階サービスを行なう場合は実線にそってさが

りサービス階の最上階に相当する点に対応する人数を読めば30分

間輸送人員を求めることができる｡直通階ほ1階おきにとってある

ので中間の場合は二曲線の平均として求める｡

エレベータの計画にあたって,各階の収容人口が決定したら上述

により台数を算出し,一周時間より出発間隔が30秒程度以下となる

かどうかを確認すればよい｡出発間隔が30秒程度より大きい場合

にほ速度,定員,サービス階,台数のいずれかを変更し七再検討す
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∽
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三
空
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叶=ビ祁皆

速度15伽し/血in

(a)謹賀17人ノ)場√ナ

各階サービス

60
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00

90

80
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60

1

-1

1

1

1

1

1

(
肌
二
≡
芸
-
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30 35

サ【ビス階

.壇度
300m./血in

各階サーービ1

20 25

サーービて階

速度 210m/ムin

各階サービ

20

隅岳は与て階3.5mと‾j‾る

第3図 エ レ ベ ー タ ー

用時 間

る必要がある｡

以上のように図を用いて一応二の計両をたてることができるので経

済的で台巨率的な初期の計画を行なう資料とし活用されたい｡なお実

際の交通需要は非常に複雑であり,より適正なエレベータの選定を

行なうために,統計的手法を応用して解析した適正な管理要素によ

り電子計算機を活用して検討することが望ましい｡

以上乗用エレベータを中心にして述べたが,超高層ビルでは地下

10 15

サ=ビス倍

速度150m/血in

l■b)1巨貝23人グ)場′ト

の活用あるいほ荷物運搬用として専用のエレベータを計画すること

が望ましい｡たとえば地下駐車場あるいは地下アーケード街から基

準階までの乗用として直流ギヤードTV形90m/minエレベータ,

地下アーケード街あるいほ諸設備への人荷用として交流二段速度60

m/minエレベータ,高層部への人荷用として直流ギヤードⅤⅤ形90

m/minェレーベタなどである｡これらはその特殊性を十分考慮し

て目的に合った機能を発揮するような仕様にすることが望ましい｡
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第4表 並 列 設 置 の 自 動 運 転 方 式

第47巻 第2号

運 転 方 式
エ レベー タ

駆 動 方 式

速 度

(m/min)

最 大 抗 裁

定員または荷重

コンビュートてティ ッ グ

ト ラ フ ィ ッ ク

ゾ ロ グ ラ ミ ン グ

(CTP)

一丁ノしテ ィ
プレ

ックス

コ レ ク テ ィ ブ

コ ン ト ロ ー ル

(M.Coll.Ctl)

デ ュ ッ ゾ レ ッ ク ス

コ レ ク テ ィ 7

コ ン ト ロ
ー

ル

(D.Coll.Ctl)

t リ フ レ ッ ク ス

ダ ウ ン

コ レ ク テ ィ ブ

コ ン ト ロ ー ル

(T.Down.Coll.Ctl)

ツ イ ンコ レクテ ィ ブ

コ ン ト ロ ー ル

(Tw.Coll.Ctll〕

ツ イ ン ダ ウ ン

コ レ ク テ ィ フ

コ ン ト ロ ー ル

(Tw.Down.Col.Ctl)

ツ イ ン

ボ タ ン ス イ ッ チ

コ ン ト ロ ー ノL

(Tw.BSw.Ctl)

直流ギャレス

直流ギャレス

直流ギヤート

直流ギャレス

直流ギヤード

交流二段速度

両統ギヤード

交流二段速度

直流ギヤード

交流二段速度

直流ギヤード

交流二段速度

交流二段速度

交流一段速度

2
1
1
｢

1
1

一

5

∧U

5

0

9

7

6045

90

7
5
■
6
0
4
5
一
9
0
7
5
一
6
0

45

∧U

5

<U

O

5

6
･
4

3

2

1

＼ノ23

23 人

23人

23人

23人

20人

15人

15 人

13人

13人

13人

13人

11人1,300

11人1,300

g

g

k

k

1,500kg

2,000kg

3,000kg

用 途

乗用i荷物用

0
0
0
0
〇
一
〇
∩
二
じ
一
〇
〇

｡÷U｡÷÷÷U｡一｡｡一■｡｡丁｡一｡｡て岩

第5表 単 独設 置 の

｡
÷
U
｡
｡

並 設

台 数

…
…
一
…
…

2 台

3 台

2 台

2 台

台2

自 動 運 転

運 転 上 特 長

交通需要を総合的に判断L,その時々に最も適した基準階と運

転系統を自動的に選択L,横極的に運転能率を向上するし〕と

くに混雑時には急行分割運転をおこない2グループのエレベ

ータが自動的に上下層にわかれて運転するのでホー′Lの混雑が
緩和される⊂ン

全台力∈準階に待機L′,自動出発指令によって交通品にみあった

台数が次々とサービスにつき高度の運転能率を発揮する｡.日動

州発指令ほ全階の交通需要に応じて日動的に調整され運転_上の

合理化が図れる｡

1台ほノ占準階,他の1台は最終の呼びiこ止二答した階で待機L,

それぞれ他耗の運転方向の背後の呼びを分担しあって運転して

全階に均等Lた待時間の短いサービスをする｡

3台とも基準階に待機L,自動出発指令によって次々とサービ

スにつき上昇時はかご内の呼び,下降時はホールの呼びに応答

Lて能率のよい運転をする｡

備 考

高 層 用

‡中層用

1低層用

中 層 用

ト

15階以 卜

10階程度

(アパート用)

1台はフ`仁準階,他の1台は最終の呼びに応答した階で待放し,

それぞれ遣った運転方向の呼びに応答して運転し,待時間の短

いサービスをする｡

1台は下,他の1台は上の基準階に待機し,それぞれ違った方

向に運転して,上昇時はかご内の呼びに,下降時はホールの呼

びに応答Lて待時間の短いサービスをする｡

2台とも基準階に待橙し,先発順にそれぞれ違った階に応答す

るから1台が使用･-いでも他の1台が応答Lて待時間の短いサー

ビスをする｡

方式(○)超高層ビルの場合

運 転 方 式

コ レ ク テ ィ ブ

コ ン′ ト ロ - ル

(Coll.Ctl)

ダウ ン コ レクテ ィ ‾7

コ ン ト ロ
ー ル

(Down-Coll.Ctl)

セ ミ コ レ ク テ ィ 7

コ ン ト ロ
ー

′レ

(Semi-Coll.Ctl)

ボ タ ン ス イ ッ チ

コ ン′ ト ロ
ー ル

(B Sw.Ctl)

エ レベ ー タ

駆 動 方 式

直流ギャレス

巾流ギヤード

交流二段速度

交流二段速度

交流一段速度

交流二段速度

交流二段速度

交流一段速度

速 度

〔m/min)

150

120

1
0
5
9
0
乃
一
6
0
1
5
一
6
0
化
二
3
〇
一
6
0
4
5
一
6
0
4
5
3
0

0

0

5

3

2

1

最 大 桁 載

定員またほ荷重

23人

23人

(1,500kg)

20人

15人

11人

11人
(1,300kg)

11人

(1,300kg)

3,000kg

1,500kg

2,000kg

3,000kg

器丁孟】
〔〕

〔)

(J

⊂J

(⊃

○

⊂)

C･

○

C)

0
〇
一
〇
〇

(○)

(C)

⊂)

0

0

0

運転方向と同方向の呼びを｢1動的に選択して乗り合い式運転に

よる待時間の短いサービスをおこなうっ

上昇時にi･まかご内運転を優先し,下降時に-ま乗り合い式とし能

率をあげる｡

乗客が運転方向を判断しながら乗り合わせ,運転能率をあげる.

かご内階床ボタンによる運転を優先し,専用運転によって迅速

なサービスをする二.

101嗜 程 蛙

10 階 以 ‾F

(アパート用)

7 階 以 卜

5 階 以 ‾F

3.4 運 転 方 式

超高層ビル内に設置されるエレベータの台数は非常に多くなるた

め,従来の考え方にしたがって使用目的や乗客層などの特殊事情を

考慮したり,人為的な手段で管理することはエレベータの機能上の

本質を見失い,迅速確実な運転を妨げ,維持費の増加をまねくこと

になる｡並設されるエレベータの台数がふえれば輸送能力は台数に

比例して増加するが,エレベータが全階に均等にサービスできるよ

う管理されない限り待時間は台数に逆比例して短縮されるとはいえ

ない｡人為的な方法により常時交通需要を監視して運転台数や出発

間隔をかえたりすることは困難であり,絶えず変化する乗客数をほ

-104-



超 高 層 ビ ル 用 エ レ ベ ー タ の 計 画 401

__ _▲

前1横J害

最

イ1由羅
ェ ノーソ

( l

≡f

h

｡蘇
ゝH

一恵書≡†
君ニ
準_上_
掻
ト

l

節2純絹

泣圭階

打一二

U

･＼舌 云
トー1 T＼

･り撃 ≡ 撃 岳
L

D

{Ⅰコ

小輩
櫨叫

▲一丁J

+rr

当蒜

一叫

‾‾ノ+
1

一口

1＼+
1

＼

出

rf∴二

†]

t竺

占ン
J

J

櫨

♯

けく

ヾ叫

11

㌫
値

Ⅰコ

Tく

聖

く>

ll
l

1､…
1畦
4+

目‾二

f戒1ミ

ンく

空
小
ご

ロ
.
』

---1(机畦て■山Tl

轟
H
.
舌
塵
一
コ
安
中

ハ
n
｢
-
口
ん
ー
ニ
忘
)

(
雑
笹
津
)

階‖収

;
J
礪
巾
二
忘
)

(
卑
〔
■
諜
一

第5図 昇 降 路 断 面 図

挺したり,悼1L数や停IL

階を予測することほ不可

能なため,台数をふやし

ても期待したほどの能率

をあげることができな

い｡したがって並設され

たエレベータ全部を有機

的に運転させるため,か

ご内の乗客数や行先階,

運転方向,到着階,基準

階からの運転時問,エレ

ベータ相7i二の運転間隔の

第6表

はか呼びの数,方向をホす性質,分布,継続時間などをlと_一助仁如こ分

析してそのビルに適した管理を行なう必要がある｡一方,配置や使

用日的によって単独に制御したほうが効果的なものもあるが,全自

動群管理方式,全口動並列方式などの開発によって運転_との高能率

化が立証される･･･一方,人為的に解決できない運転上の合射ヒをも推

進することができる｡

日動エレベータは並列設鮮,単独設置で系列化され,それぞれ第

4表および第5表に示すような特長をもっている｡これらの特長を

いかしてビルおよぴエレベータの機能を十分発揮できるよう計画さ

れることが望ましい｡

3.5 建築上の問題点

エレベータを.没許するシャフトおよび枚械執よ娃築上 什スパン

悦郎およびピット寸法表

速 度

(m/min)

頂部高さ

rガ

頂部すき問

rC

ピット探さ

クエ)

機 械 室
有効点さ

ガ

2,600

3,000

3,000

3,000

に左右され,ほF)などの

影響を受けて,エレベー

タ側の希望する有効内法

が得られない場合がしば

しばあり,施‾l二時の誤差

によるトラブルを経験す

ることもまれにある｡超

高層ビルでほ,エレベー
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第8図 出 入

ク配置部分の柱スパンなどはエレベータに合わせて計画することが

望ましく施工時の上下における誤差も従来以上に少なくするよう配

慮することが望ましい｡また,ピット部分における基礎はF)や防水

関鼠 超高層ビルにおける鉄骨ほりに対する耐火被覆層による有効

寸法の減少も十分検討しておく必要がある｡超高層ビル用ギャレス

エレベータの標準寸法を第5図ないし第8図および弟d,7表に示

す｡

超高層ビルで主体となるエレベータは,高性能を発揮するギャレ

スエレベータであり,振動や騒音に関して十分検討しているが,ビ

ル軽量化に伴って遮音性が低下するものと考えられるから機械室を

防音構造にすることが望ましい｡機械室は政令上昇降格面積の2倍

以上とされているが,全自動群管理方式でほ3倍程度必要である｡

なお機械宅の温度が高いと電気品の寿命に影響するから,適当な通

風装置によっで～削こ換気することが必要である｡

機器搬入方法も検討して置く必要がある｡一般のエレベータであ

れば機器の最大屯量はせいぜい4t程度であったが,高速エレベー

タでほ,ロービングが1:1となるためトラクショソマシン重量も

8～9tとなるから余裕を見て10t程度を見込んで計画することが望

ましい｡

昇降路の頂部およびビットの寸法は,とくに重要である｡それぞ

れ高速になるほど大きい寸法が必要となる｡ピットには点検用の出

人口を設備することが望ましく,政祁寸法は速度だけでなく,行程

たて /

わく取付鋼材
場外工事)

ロ 関 係 図

の長いものはロープの伸びを考慮して,できるだけ大きく取ること

が望ましいっなお調速機を設備する床を設ける必要がある｡

各階床出人｢lドアには開閉時間の短い出入に便利な,中央閃き方

式のドアが採用されることになろうが,出入口前壁ほアンカーボル

トの埋込ができないパネル構造とか,ブロック構造になるものと考

えられるので,ドア用レールの取付けのため事前に出入口上部に形

鋼のメソ/ミーを設けるよう計画することが必要であり,わく取付の

ための縦のメンバーを考慮しなければならない場合もあるから,十

分検討する必要がある｡

ガイドレールの支持間隔は,地震時の水平震度をいくらまで考慮

するかが大きな要素となる｡従来のように鉄筋で補威されたコンク

リート壁で構成されているビルでは,ガイドレールを支持するため

のブラケットほ任意の位置に取り付けられるので,大体2mから2.5

m間隔で支持できたが,昇降路壁が強度を持たない,パネル構造な

どになる超高層ビルでは,大体はり以外で支持することはできない｡

したがって,攻拝聞隔は階高に等しいものとなり,3m以上 ビル

によっては5m以上の場合も考えられるから,ガイドレールの強度

を検討する必要がある｡ガイドレールに作用する外力は,平常時で

は偏荷重によるもので問題にならないが,地震時には大きな外力が

作用することになる｡かごの白市は意托や安全装置防振構造による

違いがあって一概にはいえないが,レール支持間隔4mのとき,定

員20名として検討してみると,水平震度0.3程度までならば,24

第7蓑 昇 降 路 お よ び 機 械 室 寸 法 表

仕 様

容 恥

標 準 寸 法(mm)
l
か ご｢臼人口 昇降絡内法 機械室内法 第2戟根室内法

機械室にかかる

荷 重

_空jl芳甘

ト7開閉力式

ウキ口l奥行三間口由‾口l奥行芦間 口i奥行
間 口 奥 行 (kg)

(人)

15

17

20

23

(kg)

1,000

1,150

1,350

1,500

電 動 式

2ノミネノし中央閃き

2ハネ′L小突開き

2バネノし中央開き

2パネル中央開き

_竺_ぜl__竺埜_
】

宴f毒
OP

950

1,050

1,100

1,200

A十F

9,140＋F∃

9,940十F

lO,340＋F

10,940＋F

B

(か)

2,270

(170)

2,270

(170)

2,370

(170)

2,410

(170)

M

(Ⅴ)

9,740＋F

(200)

10,540＋F

(200)

10,740＋F

(200)

11,640＋F

(200)

N

(ズ)

6,600

(200〕

6.600

(200)

6,700

(200)

7,000

(200)

M/

(打)

9,340十F

(200)

10,140＋F

(200)

10,540＋F

(200)

11,140＋F

(200)

N/

2,270

2,270

2,370

2,410

丘1

18,200

18,400

20,200

22,000

月2

12,700

13,300

14,200

15,900
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超 高 層 ビ ル 用 エ レ べ

kg/m レールでまず差しつかえがないが,定員の多いものや,震度

の大きい場合には,レールを1段大きくしなければならない｡また,

水1F震度を0.5程度まで考慮するならば,定員23名の場合で28kg/

mレールを使用しても,支持間隔は4m程度にすべきであゃから,

一般に0.3を越える水平震度で計画する場合には,支持間隔は4m

を越えないように,中間にはりを計画することが望ましい｡もちろ

んレールの部分的な補強も考えられるが,レールと補強部材とは一

体構造となるような強阿な取付けが必要であり,内法寸法にも影禦

する場合があるから,事前にエレベータメーカーと打合わせをして

おく必要がある｡

4.結 ロ

エレベータを決定する各要素は複軌こ交錯し,ビルの性格によっ

ても条件が異なるため,計匝iはかなりむずかしく,選定を誤まると,

特許策42王i910号

タ の 計 画 403

エレベータはもとより,ビルの機能をも十分発揮することができな

くなるので十分慎重に検討する必要がある｡超高層ビル用エレベー

タの計画に際して検討すべき項R,簡便な選定力法および条件につ

いて述べたが,本文がいささかでも超高層ビル用エレベータ計画の

際の参考となれば幸いである｡なお詳細の決定にあたっては,統計

的手法を応用して解析した,適正な管坪要素により竜一‾r･計節:機を活

用するなど,ビル梢造計両の桝抑こ,メーカーを交えて十分検討す

ることが望ましい｡
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圧 縮 型 ス リ ー ブ 部 の 圧 縮 方 法

この発明は,銅より線,7ルミより線,イ号アルミ合金練あるい

は鋼心アルミより線のような送電線を,接続あるいは引き何めたり

するとき用いる圧縮型スリーブあるいはづl憎クランプの,スリー,▼ノ

部の圧縮力法に関する｡

一般に,このようなスリ"ブ部i‾土,虻縮ダイスiこより肝純を施す
ため,スリーブが伸びて`壷線の素線に笑いを′Lザるという問題があ

った｡

この発明は,スリーブ粘を址縮するに際して生t:やすいスリープ

部の伸びを防止して,素線の笑いを未然に防ぎ,L_かも枚械的にJ_一三

桁強度の大きい圧縮方法を提供しようとするものである｡

この発明の圧縮方法を説明すると,弟】図に示すように,周ヒに,

マグネシヤ,アルミナ,カーボランダムのような粉末よりなる滑り
防止剤3を設けたスリーブ21如こ,圧若しようとする電線1を通L

たのち,滑り防止剤3のまわりに,鉄板あるいは鋼板のような硬金

属板4,5を当て,これら圧縮ダイス6,7により圧縮を施すもの

である｡

この場合,滑り防止剤3をスリーブ2の周上に塗布しておくと,

ダイス6,7によってスリーブ2を圧縮したとき,スリープ自体の

伸びを,この防止剤3とダイス6,7との相互作用により阻止する

ことができる｡また,硬金属板4,5は,スリーブ2を圧縮したと

き,滑り防止剤3の粉末が,圧縮ダイス6,7の面に食い込んで,

スリーブ2とダイス6,7とが密着するのを防止する効果がある｡

従来公知の圧縮法によると,スリーブの伸びは平均11%で,スリ

ープ両端側に位置する電線の素線にほ笑いが生じたのに対し,この
発明の圧縮法によると,スリーブの伸びほ,わずかに3%以内で,

電線の笑いはなく,しかも.圧縮の機械的強度も格段と向上すると

いう効果がもたらされる｡ (斎藤)
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